


【国内ペレット工場の現状】 

もともと国内のペレット工場への投資のための補助金の投入は 20 年前から始まっており、

一時期は 140 以上の工場が乱立したが、欧州などのペレット工場と比較すると小規模のも

のが多く、ストーブやボイラ等の熱需要に限定される中、一般的に稼働率が低く、コストは

高くならざるを得ないために、工場を維持するだけの採算性が取れないケースが増えて、工

場の休止や廃業に追い込まれる例も少なからずある。コストが高いために国内ペレットの

市場は広がらず、価格や調達量がネックになり、今回の FIT では海外産ペレットが圧倒的

に使われている結果になっている。 

再生可能エネルギーに向けて国は大きく舵を切っているが、化石燃料やそれによる電力価

格の高騰には多額の補助金を出す一方、再エネである国内のペレット工場で生産されるペ

レットの価格の高騰には何ら補助金が出ないという一貫性のなさに対して業界での不満が

膨らんでいる。現在、木質燃料の川上（山側・森林組合等）から川中（燃料生産工場等）、

川下（熱利用施設等・消費者）への流れは、逼迫状態にある。ウッドショックや原料の奪い

合いによる木材価格の高騰により原料仕入れ価格がアップし、電力価格の高騰により生産

コストもアップ、それに輪をかけ、石油価格の高騰により運賃・運搬コストもアップして、

それが木質燃料単価のアップにつながっている。そのため、熱利用施設は、それらのコスト

増の影響をまともに受けるかたちになっていて、その結果、木質燃料の継続利用が困難にな

り、化石燃料に後戻りせざるを得なくなる施設も出てくる可能性が危惧される。環境面での

メリットに加え、価格的にもメリットがあったからこそ、高額にもかかわらず導入した、バ

イオマス専用燃焼機器の使用を断念せざるを得なくなる。これでは、木質バイオマスエネル

ギーの熱利用の普及にブレーキがかかり、結果的には、脱炭素社会の実現を阻むこととなる。

つまり、石油と木質燃料の熱量単価（単位発熱量当たりの価格）を比較した場合に、木質燃

料の方に優位性がないと、利用者の導入意欲、及び継続的利用意欲の減退にもつながる恐れ

がある。  

 

【国内ペレット燃料に対する助成金の要望】 

自治体レベルでみた場合、⾧野県伊那市などのように、平成２９年度という、 かなり早い

時期から、木質ペレットにも助成をし、さらに普及を進めている事例もある。今回のように、

電気・ガス・油に予算を手当するのであれば、同様に、脱炭素にも貢献できる、国内産の木

質バイオマスエネルギーの熱利用に対しても、国民のエネルギー負担の軽減としての補助

金の支出があって当然ではないか。 

従来、弊協会では任意の品質規格の認証制度を⾧年実施してきたが、今年の 6 月にペレッ

トの品質規格の国家規格である JAS が ISO 規格に準じた形で制定された。ペレット燃料の

品質も化石燃料並みに国が保証する制度である。ペレット燃料の品質も公的に認められる

時代であり、やはり再エネの先頭に立つペレット工場やペレット燃料に対して負担の軽減

になる公正な助成制度を設けるべきではないであろうか。 

助成金の案としては、燃料発熱量１MJ（=239kcal=0.278kWh）あたり 1 円、すなわち 3.6

円/kWh の補助とすると、木質ペレットの発熱量はおおよそ 4.6kWh/kg であるので、ペレ

ット価格の補助額案としては 16.6 円/kg となる。 



【賛同企業】2023 年 3 月 JPA ペレット工場アンケートによる。（賛同企業 30 社） 

・ 北海道 株式会社イワクラ 

・ 北海道 十勝ペレット協同組合 

・ 北海道 株式会社エムケイ 

・ 青森県 株式会社高橋 

・ 宮城県 株式会社クリコマクンエン 

・ 山形県 株式会社渡会電機土木・環境事業本部 

・ 福島県 遠野興産株式会社 

・ 福島県 株式会社シーズ 

・ 新潟県 有限会社新生産業 

・ 新潟県 株式会社阿賀ウッド 

・ 新潟県 株式会社アール・ケー・イー 

・ 新潟県 株式会社木島組・浦本工場 

・ ⾧野県 上伊那森林組合 

・ 茨城県 株式会社カタログハウス 

・ 茨城県 株式会社イクイ建築 

・ 山梨県 黒澤工業株式会社・ウッドペレット工場 

・ 山梨県 恩賜森林組合 

・ 富山県 株式会社丸新志摩建設 

・ 福井県 中西木材株式会社 

・ 岐阜県 南ひだウッド協同組合 

・ 岐阜県 障害者支援施設恵那たんぽぽ作業所 

・ 岐阜県 いび森林資源活用センター 

・ 静岡県 富士総業株式会社 

・ 滋賀県 株式会社山本材木店 

・ 岡山県 銘建工業株式会社 

・ 岡山県 アーク産業 

・ 愛媛県 有限会社内藤鋼業 

・ 高知県 ゆすはらペレット株式会社 

・ 熊本県 株式会社エコポート九州 

・ 宮崎県 都農ペレット工業株式会社 

 


